
第6部　市民の経済

6－6　農 業 ･ 漁 業


統計表の編成及び基礎資料

この分野は、農業に関する統計表と漁業に関する統計表で編成されている。
農業の統計表としては、農家数、経営耕地面積、農家人口に関する統計表及び米、麦などの農作物の作付面積と収穫量に関する統計表からなる。漁業の統計表としては、漁業の経営体数や漁獲高に関する統計表及び主要漁獲物に関する統計表からなる。
第二次大戦前の農業統計については、センサス方式によるものではなく、定義･分類などが調査時によって異なる場合があり、収録した数値による時系列比較は連続性のあるものとして必ずしも充分であるとはいえない場合もあるので、利用に当たって注意を要するが、できる限りのデータを掲載した。
基礎資料は、農業については、主に『名古屋市統計書』、『名古屋市統計年鑑』、『愛知県統計書』及び『愛知県統計年鑑』であり、この他『大正昭和名古屋市史』、『愛知農林水産統計年報』などを利用した。漁業については、『名古屋市統計書』及び『愛知農林水産統計年報』などである。
農業に関する統計調査の沿革

農業に関する統計データは、明治初期から調査がなされており、本市の市制が施行された明治22年から長期にわたり得られるものが多い。しかし、戦前分の統計データについて、基礎資料の『愛知県統計書』及び『名古屋市統計書』では、調査名、方法などはほとんど明らかではない。参考として日本における第二次大戦前から戦後にかけての農業統計の沿革と概略を以下に述べる。
明治維新後、わが国における農業統計としては、｢村高調査｣、｢物産調査｣及び明治6年に公布された地租改正条令に基づく｢土地調査｣があるが、これらはいずれも課税の基礎資料を整えるためのものであった。しかし、｢百姓一揆｣に代表される農村の窮乏が目立ちはじめた明治10年代になると、農家の経済状態などを客観的に把握するため、明治16年農商務省は｢農商務通信規則｣を設け、従来の課税を目的とした調査から、統計調査を目的としたものへと改められていった。明治後半になると、専兼業別や自小作別の農家戸数など基本的な農業統計については｢農事統計｣と称し、農業団体である全国農事会(後に帝国農会を経て全国農業会となる)が行い、作柄や生産高など各年の異動に主眼を置いた統計調査は、これまで通り政府が実施することとなった。大正10年には、新たに民間人の調査員が任命され、調査員が調査区を担当して調査を行うよう改められ、その後、昭和15年には、政府による｢農業統計｣と帝国農会による｢農事統計｣とを統合し、従来の属地主義の調査を農家を中心とする属人主義の調査に改め、また従来の表式調査から申告調査に改めるなど、画期的な改正があり、翌年からセンサス方式の｢農業基本調査｣が実施されることになった。しかし、第二次大戦中から戦後にかけて、食糧の需給対策が大きな問題としてあらわれ、当時の申告主義による調査が調査結果をゆがめさせることとなり、統計調査方法の変革を迫られた。
第二次大戦後の農業統計は、戦前とはさまざまな点で改善がなされた．まず昭和22年に国の統計枚関による直接調査方式の採用の一環として農林省に統計調査局が設けられ、同時に各都道府県にもその地方機関が置かれ、また、調査方法においては、標本理論を採用して精度の充実を図った。昭和25年には、FAO (国際連合食糧農業機関)が世界的規模で提唱した｢1950年世界農業センサス｣に参加し、以後10年ごとに｢世界農林業センサス｣を実施し、その中間年にあたる5年目ごとに、わが国独自の｢農業センサス｣を実施することになった。
作物統計調査(指定統計第37号)

作物統計調査は、耕地及び作物の生産に関する実態を明らかにするため、昭和22年に開始され、25年には指定統計第37号に指定され、農林水産省によって毎年実施されている。調査は面積調査、作況調査、被害調査で構成されている。面積調査は、8月1日及び4月1日現在で行われ、収穫量調査などの作況調査は、実測調査、郵送調査、巡回調査の結果に基づいて推計している。収穫量調査の収穫量は、原則として収穫年次によるが、作業、販売などの都合により収穫が翌年に持ち越された場合には、翌年としないで、その年産として計上している。
この調査で｢作付面積｣とは、調査期日の属する年において、作物の栽培の用に供された土地の面積をいう。
農業センサス(指定統計第26号)

最近行われた調査は、昭和60年の｢農業センサス｣であり、農家調査及び農家以外の農業事業体調査などからなり、全国を調査対象範囲としている。調査時期は2月1日で、世帯関係、土地関係、収穫面積、農用機械などの事項について、調査員による聞き取り調査などの方法によっている。
この調査で｢農家｣とは、経営耕地面積が東日本では10a以上、西日本では5a以上の農業を営む世帯及び経営耕地面積がこの規定に達しないか、あるいは全くないものでも、調査期日前1年間における農産物販売金額が10万円以上あった世帯(これを｢例外規定農家｣と呼ぶ。昭和25年では1万円以上、35年では2万円以上、40年では3万円以上、45年では5万円以上、50年では7万円以上、55年では10万円以上。)をいう。
また、この調査で｢自小作別｣とは、農家の経営耕地面積(昭和25年以降は、農用地面積)のうちに占める所有地と借入地の割合によって分類されているが、経年的な分類基準は次のとおりである。昭和15年以前は自作、自小作、小作の3区分になっていたが、分類の厳密な基準はなかった。昭和16年以後は概ね次のように区分されている。①自作：自己所有の耕地が90%以上のもの、②自小作：自己所有の耕地が50%以上90%未満のもの、③小自作：自己所有の耕地が10%以上50%未満のもの、④小作：自己所有の耕地が10%未満のもの、⑤その他：土地を耕作しないもの(昭和30年以降は、例外規定農家)。
漁業に関する統計調査の沿革

漁業に関する統計データも、明治の中頃から長期にわたり得られるものが多い。しかし戦前分の統計データについては、農業と同様に、基礎資料の『愛知県統計書』及び『名古屋市統計書』では、調査名、方法などは明らかではない。参考として日本における第二次大戦前から戦後にかけての漁業統計の沿革を以下に述べる。
明治期の漁業については、農業と同様に農商務省の｢農商務通信規則｣による調査がなされていた。また、明治19年の｢第1次農商務省統計表｣(現行の｢農林水産省統計表｣)には漁業戸口、漁船、漁獲高が集計されている。
漁業の実情を全国的に把握した最初の本格的な統計調査は、明治25年の｢水産事項特別調査｣といわれ、広範囲な事項について調査がなされた。その後、昭和15年には農林水産統計全般にわたって大改正が行われ、漁業に関する調査も拡大強化されたものの、わずか2～3年にして簡略化され、一貫した体系のものとはならなかった。
第二次大戦後は、昭和22年に｢水産業基本調査｣が実施され、さらに漁業制度改革と相呼応して｢漁業権調査｣(昭和23年)が実施され、さらに昭和24年には｢第1次漁業センサス｣が実施された。その後、この漁業センサスがわが国の漁業に関するもっとも基礎的な統計調査となっている。昭和28年に実施された｢第2次漁業センサス｣(昭和29年1月1日現在)は、漁業権の全面切り替え、統制撤廃、遠洋漁業の発達などによって著しい発展を遂げた水産業の実態を全体的に把握したものである。昭和33年は本来ならば｢第3次漁業センサス｣の実施年であったが、主として財政上の制約から漁業全体にわたる調査が困難となったため、立ち遅れをみせていた沿岸漁業の振興に重点をおいて｢沿岸漁業臨時調査｣(昭和33年11月1日現在)が実施された。このため｢第3次漁業センサス｣が昭和38年11月1日現在で実施され、以降5年ごと(各年11月1日現在)に｢漁業センサス｣が実施され、昭和63年には第8次調査が行われた。
また、この｢漁業センサス｣の年次補間調査として｢漁業動態調査｣が毎年(各年11月1日現在)実施されているほか、｢海面漁業生産統計調査｣(指定統計第54号)、｢漁船統計｣、｢内水面漁業生産統計調査｣、｢漁業漁獲成績報告書｣、｢漁業経済調査｣などが実施されている。
漁業センサス(指定統計第67号)

昭和63年11月1日現在で行われた第8次調査の調査内容は、大別して次のように3種類の調査からなる。すなわち、海面漁業基本調査(漁業経営体調査、漁業従事者世帯調査)、内水面漁業調査(内水面漁業経営体調査、内水面漁業協同組合調査)及び漁業地区調査(漁業地区概況調査、漁業管理組織調査、水産物流通機関調査、冷凍・冷蔵工場調査、水産加工場調査)である。
